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杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例 

平成13年３月23日 

条例第26号 

〔注〕平成18年12月から改正経過を注記した。 

  

 改正 平成14年６月21日条例第31号 平成15年４月30日条例第19号  

   平成18年12月11日条例第44号 平成20年10月14日条例第28号  

   平成25年２月20日条例第１号 

〔題名改正〕 

   

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項から第16項までの規定に基づ

き、杉並区議会（以下「議会」という。）の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費

の一部として、議会における会派及び議員に対し、政務活動費を交付することに関し必要な事項を

定めるものとする。 

一部改正〔平成20年条例28号・25年１号〕 

（交付対象） 

第２条 政務活動費は、議会における会派（所属議員が１人の場合を含む。以下「会派」という。）

及び議員の職にある者（以下「議員」という。）に対して交付する。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（会派に係る政務活動費） 

第３条 会派に係る政務活動費は、各月１日（以下「基準日」という。）における当該会派の所属議

員の数に月額16万円を乗じて得た額とする。 

２ 月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所属会派からの脱

会若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活

動費の交付については、これらの事由は生じなかったものとみなす。一の会派が他の会派と合併し、

又は会派が解散した場合も同様とする。 

３ 各会派の所属議員数の計算については、同一議員について重複して行うことができない。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（議員に係る政務活動費） 

第４条 議員に係る政務活動費は、基準日に在職する議員（次条第１項の規定による届出を行った会

派に所属する議員を除く。）につき、月額16万円とする。 

２ 月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名又は議会の解散があった場

合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費の交付については、これらの事由は生

じなかったものとみなす。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（議長に対する届出） 

第５条 会派として政務活動費の交付を受けようとするときは、当該会派の代表者は、政務活動費に

係る経理担当者を定め、所属議員の氏名等を議長（議長の職務を行う者がないときは議会の事務局

長。以下同じ。）に届け出なければならない。その届け出た内容に異動を生じたときも同様とする。 

２ 会派を解散したときは、その代表者であった者は、議長に届け出なければならない。 

３ 議員に係る政務活動費の交付を受けようとするときは、議員は、その旨を議長に届け出なければ

ならない。議員に係る政務活動費を受けないこととするときも同様とする。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（区長への通知） 

第６条 議長は、前条の規定による届出に基づき、毎年度４月１日の政務活動費に係る会派及び議員

の状況について、区長に通知するものとする。 

２ 議長は、年度途中において、前条の規定による届出を受けたときは、速やかに区長に通知しなけ

ればならない。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 
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（交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による通知に基づき、速やかに政務活動費の交付の決定を行い、会派の

代表者及び議員に通知するものとする。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（政務活動費の請求及び交付） 

第８条 会派の代表者及び議員は、前条の規定による通知を受けた後、毎四半期の最初の月の10日（そ

の日が杉並区の休日を定める条例（平成元年杉並区条例第５号）第１条に定める区の休日に当たる

ときは、その翌日）までに、区長に当該四半期に属する月数分の政務活動費を請求するものとする。

ただし、一四半期の途中で議員の任期が満了する場合は、任期満了日が属する月までの月数分を請

求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに政務活動費を交付するものとする。 

３ 一四半期の途中において、新たに会派が結成されたとき、又は新たに議員となったとき、若しく

は政務活動費の交付を受けていた会派の所属議員でなくなったときは、第６条第２項の規定による

通知があった日の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当月）分以降の政務活動費を当

該会派の代表者又は当該議員に対して交付する。 

４ 一四半期の途中において、会派の所属議員数に異動が生じた場合は、増員分に係る政務活動費に

ついては第１項の規定を準用し、減員分に係る政務活動費については速やかに区長に返還しなけれ

ばならない。 

５ 前２項の規定に基づき、一四半期の途中で政務活動費の請求を行う場合における第１項の適用に

ついては、同項中「毎四半期の最初の月の10日」とあるのは、「当該事実の生じた日の翌月（その

日が基準日である場合は、当月）の10日」とする。 

６ 一四半期の途中において、政務活動費の交付を受けた会派が解散したとき、又は政務活動費の交

付を受けた議員が議員でなくなったときは、当該会派の代表者であった者又は当該議員であった者

は、会派の解散の日又は議員でなくなった日の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当

月）分以降の政務活動費を区長に返還しなければならない。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

第９条 政務活動費は、会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種会議へ

の参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その他の区民福祉の増進を図

るために必要な活動（以下「政務活動」という。）に要する経費に対して交付する。 

２ 政務活動費は、別表で定める政務活動に要する経費に充てることができるものとする。 

全部改正〔平成25年条例１号〕 

（収支報告書等の提出） 

第10条 会派の代表者及び議員は、前年度分の政務活動費収支報告書（別記様式。以下「報告書」と

いう。）に、政務活動費の収支を表す出納簿（以下「出納簿」という。）及び領収書その他の証拠

書類（以下「領収書等」という。）を添えて、年度終了日の翌日から起算して30日以内に議長に提

出しなければならない。 

２ 政務活動費の交付を受けた会派が解散し、又は政務活動費の交付を受けた議員が議員でなくなっ

たときは、前項の規定にかかわらず、当該会派の代表者であった者又は当該議員であった者は、そ

の事実があった日の翌日から起算して30日以内に、報告書、出納簿及び領収書等を議長に提出しな

ければならない。 

３ 議長は、報告書を受け取ったときは、その写しを区長へ送付するものとする。 

４ 議長は、報告書、出納簿及び領収書等を当該報告書を提出すべきとされた期間の末日の翌日から

５年を経過するまで保存し、報告書及び出納簿を閲覧に供しなければならない。 

一部改正〔平成18年条例44号・25年１号〕 

（透明性の確保） 

第11条 議長は、報告書、出納簿及び領収書等について必要に応じて調査を行う等、政務活動費の適

正な運用を期すとともに、使途の透明性の確保に努めるものとする。 

全部改正〔平成25年条例１号〕 
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（政務活動費の返還） 

第12条 区長は、会派及び議員がその年度において交付を受けた政務活動費の総額から、当該会派及

び議員がその年度において行った政務活動費による支出（第９条に規定する政務活動費を充てるこ

とができる経費の範囲に従って行った支出をいう。）の総額を控除して残余がある場合、当該残余

の額に相当する額の政務活動費の返還を命ずることができる。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

（委任） 

第13条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項は、規則で定める。 

一部改正〔平成25年条例１号〕 

附 則 

１ この条例は、平成13年４月１日から施行する。 

２ 杉並区特別職報酬等審議会条例（昭和39年杉並区条例第35号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成14年６月21日条例第31号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成15年４月30日条例第19号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年12月11日条例第44号） 

１ この条例は、平成19年５月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例の規

定は、この条例の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同日前に交付した政務調査

費については、なお従前の例による。 

附 則（平成20年10月14日条例第28号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年２月20日条例第１号） 

１ この条例は、平成25年３月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例の規

定は、この条例の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前にこの条例による改

正前の杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例の規定により交付した政

務調査費については、なお従前の例による。 

別表（第９条関係） 

政務活動に要する経費 

  

 項目 内容  

 調査研究費 区の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託

に要する経費 

 

   （調査委託費、宿泊費、交通費、文書通信費）  

 研修費 １ 会派又は議員が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要

する経費 

 

   （会場費、講師謝礼金、宿泊費、交通費）  

   ２ 団体等が開催する研修会、講演会等への会派又は議員としての参加（会

派又は議員の雇用する職員の参加を含む。）に要する経費 

 

   （参加費・会費、宿泊費、交通費）  

 広聴広報費 １ 会派又は議員が行う活動及び区政に対する区民からの要望及び意見の聴

取、区民相談等の活動に要する経費 

 

   （資料印刷費、会場費、参加費・会費、交通費、文書通信費）  

   ２ 会派又は議員が行う活動及び区政について区民に報告するために要する

経費 
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   （印刷・製本費、会場費、交通費、文書通信費）  

 要請陳情等活

動費 

会派又は議員が行う要請、陳情等の活動に要する経費  

 （資料印刷費、交通費、文書通信費）  

 会議費 １ 会派又は議員が行う各種会議に要する経費  

   （資料印刷費、会場費、交通費、文書通信費）  

   ２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派又は議員としての参加

に要する経費 

 

   （参加費・会費、交通費、文書通信費）  

 資料作成費 会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費  

   （印刷・製本費、原稿料）  

 資料購入費 会派又は議員が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経

費 

 

   （書籍購入費、新聞購読費、雑誌購読費、有料データベース利用料）  

 事務費 会派又は議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費  

   （事務用品・備品購入費、事務機器等借上費、インターネット接続料、文書

通信費） 

 

 事務所費 会派又は議員が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費  

   （事務所賃借料、維持管理費、ＣＡＴＶ・電話回線敷設料）  

 人件費 会派又は議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費  

   （賃金、社会保険料、交通費）  

備考 括弧内は、例示とする。 

追加〔平成25年条例１号〕 

別記様式 

（第10条、第11条関係） 

全部改正〔平成25年条例１号〕 
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杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行規則 

平成13年３月30日 

規則第35号 

  

 改正 平成19年３月30日規則第48号 平成25年２月20日規則第２号 

〔題名改正〕 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例（平成13年

杉並区条例第26号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

全部改正〔平成25年規則２号〕 

（議長に対する届出） 

第２条 条例第５条第１項及び第２項の規定による届出は、会派に係る政務活動費の交付に関する届

（第１号様式）によるものとする。 

２ 条例第５条第３項の規定による届出は、議員に係る政務活動費の交付に関する届（第２号様式）

によるものとする。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（交付対象に係る通知） 

第３条 条例第６条第１項の規定による通知は、政務活動費交付対象者状況通知書（第３号様式）に

よるものとする。 

２ 条例第６条第２項の規定による通知は、政務活動費交付対象者変更通知書（第４号様式）による

ものとする。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（交付決定通知書） 

第４条 条例第７条の規定による通知は、政務活動費交付決定通知書（第５号様式）によるものとす

る。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（交付請求書） 

第５条 条例第８条第１項及び第４項の規定による請求は、政務活動費交付請求書（第６号様式）に

よるものとする。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（政務活動費出納簿） 

第６条 条例第10条第１項に規定する出納簿は、政務活動費出納簿（第７号様式）によるものとする。 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

（返還命令書） 

第７条 条例第12条の規定による返還の命令は、政務活動費返還命令書（第８号様式）によるものと

する。 

一部改正〔平成19年規則48号・25年２号〕 

附 則 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第48号） 

この規則は、平成19年５月１日から施行する。 

附 則（平成25年２月20日規則第２号） 

１ この規則は、平成25年３月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行

規則の規定は、この規則の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前に交付した

政務調査費については、なお従前の例による。 

第１号様式 

（第２条関係） 

一部改正〔平成25年規則２号〕 
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第２号様式 

（第２条関係） 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

第３号様式 

（第３条関係） 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

第４号様式 

（第３条関係） 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

第５号様式 

（第４条関係） 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

第６号様式 

（第５条関係） 

一部改正〔平成25年規則２号〕 

第７号様式 

（第６条関係） 

全部改正〔平成19年規則48号〕、一部改正〔平成25年規則２号〕 

第８号様式 

（第７条関係） 

一部改正〔平成19年規則48号・25年２号〕 
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杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程 

平成19年３月30日 

議長訓令甲第１号 

  

 改正 平成20年４月１日議長訓令甲第２号 平成22年４月１日議長訓令甲第２号  

   平成23年３月31日議長訓令甲第１号 平成24年３月30日議長訓令甲第１号  

   平成25年２月28日議長訓令甲第１号 

〔題名改正〕 

平成26年３月31日議長訓令甲第１号  

   平成27年３月31日議長訓令甲第１号 平成28年３月31日議長訓令甲第２号  

   平成29年３月31日議長訓令甲第１号 平成30年３月30日議長訓令甲第４号  

   令和２年３月31日議長訓令甲第１号    

（趣旨） 

第１条 この規程は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例（平成13年

杉並区条例第26号。以下「条例」という。）及び杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の

交付に関する条例施行規則（平成13年杉並区規則第35号）に定める政務活動費の取扱いについて、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第104条に規定する議長の権限に基づき、必要な事項を定めるも

のとする。 

全部改正〔平成25年議長訓令甲１号〕 

（支出基準） 

第２条 次に掲げる経費は、条例別表で定める政務活動に要する経費（以下「政務活動に要する経費」

という。）に該当しないものとする。 

(１) 選挙活動に関する経費 

(２) 政党活動に関する経費 

(３) 後援会活動に関する経費 

(４) 交際費（慶弔費、せん別、病気見舞等）に関する経費 

(５) 飲食（会議等を主催する場合の茶菓及び区政に関わる諸団体が主催する会合に伴うものを除

く。）に関する経費 

(６) 条例第９条第１項に規定する政務活動（以下「政務活動」という。）の目的に合致しない個

人的技能の習得に関する経費 

(７) 日常的に使用する自動車の購入及びリースに関する経費 

(８) 自動車の維持管理（公租、車検、保険、修理）に関する経費 

(９) その他政務活動の目的に合致しない経費 

２ 政務活動費の交付を受けた会派及び議員は、一の経費のうちに政務活動に要する経費及びその他

のものが含まれるときは、政務活動に要する経費相当額を区分し、政務活動費により支出しなけれ

ばならない。 

３ 政務活動に要する経費の細目は、別表のとおりとする。 

一部改正〔平成20年議長訓令甲２号・25年１号〕 

（領収書等の提出） 

第３条 条例第10条第１項及び第２項に規定する領収書その他の証拠書類（次項に規定する第２号様

式を除く。）は、領収書等貼付用紙（第１号様式）にそれぞれ貼付するものとする。 

２ 会派及び議員が政務活動のため交通機関を利用して出張し、その実費を政務活動費により支出す

る場合は、政務活動交通費記録簿（第２号様式）を作成するものとする。 

一部改正〔平成20年議長訓令甲２号・25年１号〕 

（帳票類等の提出） 

第４条 条例第５条第１項の規定による届出を行った会派の経理担当者及び同条第３項の規定による

届出を行った議員は、政務活動費を次の各号に掲げる経費に充てたときは、当該各号に掲げる帳票

類等を作成し、条例第10条第１項に規定する政務活動費収支報告書に添えて議長に提出するものと

する。 

(１) 宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が１万円以下の場合を除く、視察による調査研究又は研

修会、講演会等への参加に要する経費 政務活動視察報告書（第３号様式） 
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(２) 広報紙の作成に要する経費 当該広報紙 

(３) 備品の購入に要する経費 備品台帳の写し 

(４) 事務所の賃借料 事務所の賃貸借契約書の写し又は事務所の図面及び写真等、事務所の要件

を具備していることを証明する書類 

(５) 事務等を補助する職員を雇用する経費 雇用契約書の写し又はその者の氏名、住所、生年月

日、業務内容、賃金及び雇用期間等、勤務の実情を証明する書類 

２ 議長は、前項の帳票類等について、条例第10条第４項に規定する期間まで保存し、政務活動視察

報告書及び広報紙を閲覧に供しなければならない。 

一部改正〔平成23年議長訓令甲１号・24年１号・25年１号・26年１号・27年１号〕 

（その他） 

第５条 この規程の施行に関し必要な事項は、議長が定める。 

附 則 

１ この規程は、平成19年５月１日から施行する。 

２ この規程は、この規程の施行の日以後に交付する政務調査費について適用する。 

附 則（平成20年４月１日議長訓令甲第２号） 

この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成23年５月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年２月28日議長訓令甲第１号） 

１ この規程は、平成25年３月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程の

規定は、この規程の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前に交付した政務調

査費については、なお従前の例による。 

附 則（平成26年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日議長訓令甲第２号） 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日議長訓令甲第４号） 

この規程は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日議長訓令甲第１号） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

政務活動に要する経費細目 

  

 項目 内容  

 調査研究費 ○ガソリン代（「政務活動視察報告書」を提出する視察等に要するガソリン

代を除く）の支出割合の上限は1/2とする（ただし、議員１人当たり月額

5,000円を限度とする） 

 

   ○スイカ・パスモ等を使用して交通費の実費を計上する場合は、利用区間（行

き先）や目的（出張内容）等を補記した利用明細（履歴）をもって、「政

務活動交通費記録簿」に代えることができる 

 

   ○タクシー利用額の上限は年額240,000円とする（ただし、可能な限り他の公

共交通機関を利用する） 

 

   ○視察先への土産代に関する支出は、１箇所当たり5,000円を限度とする  
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 研修費 ○懇親会費の計上はできないものとする  

   ○政治資金パーティーに該当する場合の経費の計上はできないものとする  

   ○政治資金規正法に定める政治団体の年会費の計上はできないものとする  

   ○大学、大学院及び専門学校等に係る学費の計上はできないものとする  

   ○宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が10,000円以下の研修会、講演会等に

参加した場合は、「研修会等の名称、開催日時、会場、主催者、概要等」

が分かる資料を添付する 

 

   ○政治資金規正法に定める政治団体以外の団体年会費については、規約等を

添付し、領収書等貼付用紙の備考欄に、区政との関連性を記載する 

 

 広聴広報費 ○広聴広報活動における茶菓代については、１人につき500円を限度とし、領

収書等貼付用紙の備考欄に「目的及び参加人数」を記載する 

 

   ○区政に関わる諸団体が主催する会合の会費の支出割合の上限は1/2とする

（ただし、議員１人１回当たり5,000円を限度とする） 

 

   ○印刷・製本費及び広報紙等送料については、実態に即して按分する  

   ○切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額30,000円を超

えることはできない 

 

   また、１回当たりの購入は、100枚を限度とする  

   ○ホームページの作成及び維持管理経費は、実態に即して按分する  

 要請陳情等活

動費 

○細目なし  

 会議費 ○会議等を主催する場合の茶菓代については、１人につき500円を限度とし、

領収書等貼付用紙の備考欄に「会議の目的及び参加人数」を記載する 

 

 資料作成費 ○細目なし  

 資料購入費 ○購読新聞については、専ら議員本人以外が購読しているものは対象外とす

る 

 

   ○所属政党発行の機関紙（機関誌又は冊子を含む）の購読については、議員

１人当たり各１部とする 

 

   ○電子辞書等備品的な性格を有するものについては、「資料購入費」ではな

く、「事務費」（事務用品・備品購入費）として取扱う 

 

 事務費 ○50,000円以上の物品は備品とし、備品を購入したときは備品台帳を作成し

管理する 

 

   ○備品購入費については、実態に即して按分する  

   なお、購入・買替えに当たっては、所得税法（昭和40年法律第33号）上の

減価償却資産に係る耐用年数を参考にする 

 

   また、任期満了前６か月間は、可能な限り備品の購入を控えるものとする  

   ○ポイントカード制を導入している小売店で物品等の購入により発生した

「ポイント」が領収書（レシート）によって確認できる場合は、当該ポイ

ント相当額を控除して支出する 

 

   ○切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額30,000円を超

えることはできない 

 

   また、１回当たりの購入は、100枚を限度とする  

   ○はがきを購入する場合は、議員１人当たり年額30,000円を超えることはで

きない 

 

   また、１回当たりの購入は、100枚を限度とする  

   ○インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信

費は、支出割合の上限を1/2とする（ただし、当該支出について合理的な説

明ができる場合は、この限りでない） 

 

   ○通信費に関する支出割合の上限設定は次のとおりとする  

     固定電話（事務所専用） 1/2      

     固定電話（事務所自宅兼用ＦＡＸ1/2      
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あり） 

     固定電話（事務所自宅兼用ＦＡＸ

なし） 
1/4 

     

   ○政務活動に使用する電話・ＦＡＸについては必要最小限の台数とし、その

番号を議長に届け出るものとする 

 

   ○名刺代については、政務活動費による支出はできないものとする  

 事務所費 ○事務所賃借料について  

     自

己

所

有 

計上できない 

   

     賃

借 

事務所専用 事務所賃借料の支出割合の上限は1/2とする    

     自宅兼用 計上できない    

     ※自己所有とは自己又は生計を一にする親族の所有をいう    

     ※個人（一人会派含む）で契約する事務所賃借料の政務活動費支出金

額の上限は月額50,000円とする 

   

   ○事務所光熱水費について  

     自

己

所

有 

計上できない    

     賃

借 

事務所専用 事務所光熱水費の支出割合の上限は1/2とする    

     自宅兼用 計上できない    

   ○事務所駐車場賃借料について  

     自

己

所

有 

計上できない 

   

     
賃

借 

事務所専用 
事務所駐車場賃借料の支出割合の上限は1/2とす

る 

   

     自宅兼用 計上できない    

                  

 人件費 ○議員と生計を一にする親族は、職員として雇うことはできない  

   ○議員が雇用する職員のうち、議員活動全般を補助する職員の賃金は、支出

割合の上限を1/2とし、政務活動のみを補助する職員の賃金については、勤

務内容と日給・時給等を明記の上、議員１人当たり月額50,000円を上限と

して勤務実績に応じた額とする 

 

付記 金券類により支出した経費に対しては、政務活動費を充てることができないものとする。 

追加〔平成20年議長訓令甲２号〕、一部改正〔平成22年議長訓令甲２号・23年１号・24年

１号・25年１号・26年１号・27年１号・28年２号・29年１号・30年４号・令和２年１号〕 

第１号様式 

（第３条関係） 

第２号様式 

（第３条関係） 

一部改正〔平成25年議長訓令甲１号〕 

第３号様式 

（第４条関係） 

全部改正〔平成23年議長訓令甲１号〕、一部改正〔平成25年議長訓令甲１号〕 



（単位：千 円）

順位

世田谷 1 2,880 240 240 改定なし

大  田 2 2,760 230 230 〃

練  馬 3 2,520 210 210 〃

江  東 4 2,400 200 200 〃

渋  谷 4 2,400 200 200 〃

江戸川 4 2,400 200 200 〃

品  川 7 2,280 190 190 〃

板  橋 8 2,160 180 180 〃

葛  飾 8 2,160 180 160 平成18年4月1日改定 2万円引上げ

杉  並 10 1,920 160 160 改定なし

足  立 10 1,920 160 160 〃

千代田 12 1,800 150 150 〃

港 12 1,800 150 150 〃

新  宿 12 1,800 150 150 〃

中  野 12 1,800 150 150 〃

豊  島 12 1,800 150 150 〃

北 12 1,800 150 150 〃

目  黒 18 1,680 140 170 平成19年4月1日改定 3万円引下げ

文  京 18 1,680 140 150 平成20年4月1日改定 1万円引下げ

墨  田 18 1,680 140 140 改定なし

中　央 21 1,560 130 130 改定なし

台  東 22 1,500 125 125 〃

荒  川 23 960 80 160 平成19年4月1日改定 8万円引下げ

平　均 1,980 165 170
※平均は、千円未満四捨五入。
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各区政務活動費について
令和５年６月１日現在

１人当り年額 １人当り月額
条例制定時
(平成13年）

改定状況 改定差額



 

杉並区における政務活動費（旧政務調査費）の推移 

１．経過 

年 月 内       容 

昭和 35年 10月 ○東京都杉並区議会における各会派に対する区政調査研究委託費の交付

に関する規則制定 

・各会派の区政に関する調査研究を推進するための区政調査研究委託費

を交付 

・議員個人に対して交付することができない。 

平成 12年５月 ○地方自治法の一部改正（平成 13年４月１日施行） 

・議会の議員の調査研究に必要な経費の一部として会派及び議員に対し

政務調査費を交付する規定を明記 

平成 13年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例制

定（平成 13年４月１日施行） 

・条例による交付となり「区政調査研究費」から「政務調査費」に名称

変更 

・会派及び議員個人に交付 

・出納簿の写しの提出 

平成 18年 12月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例の

一部改正（平成 19年５月１日施行） 

・出納簿及び領収書その他の証拠書類の議長への提出 

平成 19年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例施

行規則の一部改正（平成 19年５月１日施行） 

・別表使途基準の研修費中「懇親会費」削除 

 

○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取り扱いに関する規

程制定（平成 19年５月１日施行） 

・政務調査費の取り扱いについて、支出の制限内容、提出する領収書等

の提出様式及びその他の提出帳票類を明記 

 

○政務調査費の取扱いに関する規程の運用にあたっての留意事項制定 

・規程第２条第２項に定める政務調査費と政務調査費以外を区分して支

出する内容及び区分した場合の支出できる上限と按分割合を明記 

平成 20年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 20年４月１日施行） 

・学識経験者等の第三者の意見を反映させ、使途基準をより具体化した

「使途基準細目」を定めた。 

・駐車場代、ガソリン代、事務所費などは、社会通念上相当な割合を按

分することとし、その按分の割合を定めた。 
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平成 22年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 22年４月１日施行） 

【追加事項】 

・政治資金パーティの経費や政党及び政治団体の年会費に関する支出の 

禁止 

・切手購入について、議員一人あたりの年額制限の設定 

・ホームページの作成及び維持管理費は、実態に則して按分 

・ポイントカードを使用した場合、発生ポイントを控除して支出 

【改正内容】 

勤務形態にかかわらず、人件費については、次のとおり取り扱う。 

・議員と生計を一にする親族への支出の禁止 

・按分支出するか否かは、勤務内容により判断し、政務調査活動限定で

補助した場合でも月あたりの上限額を設定 

平成 23年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 23年５月１日施行） 

【改正内容】 

・スイカ・パスモ等のチャージ料の計上については廃止。スイカ・パス

モ等を使用した場合は、交通費実費額を交通費記録簿に記載するか、

または、利用明細（履歴）を領収書等貼付用紙に添付し、利用区間（行

き先）や目的（出張内容）等を補記 

・往復の旅費が３万円を超える宿泊を伴わない視察等の場合でも、視察

報告書を添付。また、宿泊の有無にかかわらず視察報告書を提出する

際は、併せて行程表も添付(視察報告書の様式を行程も記載できるよ

う改定) 

平成 24年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 24年４月１日施行） 

【改正内容】 

 ・タクシー利用額の上限は月額 20，000 円とする。（ただし、可能な限

り他の公共交通機関を利用する。） 

・宿泊を伴わず、かつ往復の旅費が 30,000 円以下の研修会又は講演会

に参加した場合は、領収書等貼付用紙の備考欄に「研修会等の名称、

開催日時、会場、主催者及び概要等」を記載し、可能な限り資料やレ

ジュメを添付する。 

・備品台帳を作成した場合は、その写しを議長に提出することとする。

また、任期満了前６か月間は、可能な限り備品の購入を控えることと

する。  

平成 24年９月 ○地方自治法の一部改正（平成 25年３月１日施行） 

・政務調査費の名称を「政務活動費」に、交付目的を「議員の調査研究

その他の活動に資するため」に改め、政務活動費を充てることができ

る経費の範囲を条例で定めることとされた。また、議長は、政務活動

費については、その使途の透明性の確保に努めることとされた。 
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平成 25年２月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例の

一部改正（平成 25年３月１日施行） 

・「政務活動費」への名称変更 

・「政務活動費に要する経費」（旧使途基準）を明記 など 

○杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 25年３月１日施行） 

・「政務活動費」への名称変更 

・「政務活動に要する経費細目」（旧使途基準細目）の項目に、「広聴広

報費」及び「要請陳情等活動費」を新設 

・タクシー利用額の上限について、月額 20,000 円から年額 240,000 円

に改定 

・区政に関わる諸団体が主催する会合の会費の支出割合の上限は 1/2と

する（ただし、議員１人１回当たり 5,000円を限度とする） 

・携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信費については、支出割

合の上限 1/2を撤廃し、実態に即して按分に改定 

平成 26年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 26年４月１日施行） 

【改正内容】 

公共政策大学院等に係る授業料の支出割合の上限は 1/2とし（ただし、

政務活動費年間交付額の 1/3 を限度とする）、領収書等貼付用紙の備考

欄に「通学の目的」を記載。併せて、カリキュラム又は受講（授業）内

容が確認できる資料を添付。 

○その他決定事項 

・収支報告の際、交付額を超過して支出額を計上する場合は、常識の範

囲内で行うものとし、交付額を著しく超過するようなケースが発生し

た場合は、その都度、事務局から当該会派・議員に対して監査の判断

（意見）を示すとともに、注意喚起等を行う。 

平成 27年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 27年４月１日施行） 

【改正内容】 

・大学、大学院及び専門学校等に係る学費の計上はできないものとする。 

・切手を購入する場合の年間上限額を 100,000円から 30,000円に改め、

1回当たりの購入は、100枚を限度とする。 

・はがきを購入する場合は、事務費として計上する場合に限り、年間上

限額を 30,000円とする。ただし、１回当たりの購入は、100枚を限度

とする。 

○その他決定事項 

・事務所費、ガソリン代、駐車料金、タクシー代、日常の交通費、事務

用品・備品購入費、新年会費等支出の際の要件の明確化・厳格化 

・事務局への書類の提出時期を年３回から四半期ごとに改定。 

・25年度分の収支報告書については、27年３月に区議会 HPに掲載。次

年度分以降については、翌年度の７月頃を目途に掲載。 

・交付額を超過した収支報告については、事務の効率化を図る観点から、

平成 27 年度からは、交付額の範囲内で収支報告するよう努めるもの

とする。 

・改選時等に、全議員（特に新人議員）を対象に説明会開催 

・手引書の全面改訂 
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平成 28年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 28年４月１日施行） 

【改正内容】 

・ガソリン代（「政務活動視察報告書」を提出する視察等に要するガソ

リン代を除く）の支出割合の上限 1/2 に加え、平成 28 年度からは、

議員１人当たり月額 5,000円を限度とする。 

・自己所有及び自宅兼用の事務所の光熱水費は、計上できないものとす

る。 

○その他決定事項 

・書籍代や備品購入費の支出の際の要件の明確化・厳格化 

・交付額を超過した収支報告については、事務の効率化を図る観点から、

平成 27 年度から交付額の範囲内で収支報告するよう努めるものとす

ると運用を改めたところであるが、平成 28 年度からは交付額の範囲

内で収支報告するものとすると改めた。 

平成 29年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 29年４月１日施行） 

【改正内容】 

・自宅兼用事務所の賃借料は、計上できないものとする。 

平成 30年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程

の一部改正（平成 30年４月１日施行） 

【改正内容】 

・インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の

通信費は、支出割合の上限を 1／2 とする。ただし、当該支出につい

て合理的な説明ができる場合は、この限りでない。 

・政党及び政治団体以外の団体年会費については、規約等を添付し、領

収書等貼付用紙の備考欄に、区政との関連性を記載する。 

・金券類により支出した経費に対しては、政務活動費を充てることがで

きないものとする。 

・宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が 10,000 円以下の研修会、講演

会等に参加した場合は、「研修会等の名称、開催日時、会場、主催者、

概要等」が分かる資料を添付する。 

・視察先への土産代に関する支出は、１箇所当たり 5,000円を限度とす

る。 

・所属政党発行の機関紙（機関誌又は冊子を含む）の購読については、

議員一人当たり各１部とする。 

・ポイントカード制を導入している小売店で物品等の購入により発生し

た「ポイント」が領収書（レシート）によって確認できる場合は、当

該ポイント相当額を控除して支出する。 

 

○その他決定事項 

・勤務内容が複数ある場合は、可能な限り複数の勤務内容を明記する。 

・一定期間にわたり役務の提供を受ける場合（ホームページ維持管理費

等）は、契約期間等支出の対象となる期間を明示した書面を提出する。 

・視察先や行程等が他の議員と異なる場合は、政務活動視察報告書や領

収書等貼付用紙備考欄等に、経費分担を明記する。 

・事務所には、看板・表札など、政務活動のため必要な事務所としての

表示等(区議会議員○○事務所、○○議員事務所等)を有していること

が必要である。 
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平成 31年３月 ○決定事項 

・区議会の自律的なチェック機能を充実・強化する。 

・政務活動補助職員勤務報告書の勤務内容が複数ある場合は、可能な限

り複数の勤務内容を記載する旨、再度周知徹底する。 

・杉並区議会ホームページで平成 31年度版から手引書を公開する。 

令和２年３月 ○杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程

の一部改正（令和２年４月１日施行） 

【改正内容】 

・月極駐車場代は計上できないものとする。 

・事務所駐車場賃借料について、支出割合の上限は 1/2とする。ただし、

自己所有の駐車場である場合及び自宅兼用事務所の駐車場である場

合は計上できないものとする。 

・研修費中の「政党及び政治団体」を「政治資金規正法に定める政治団

体」に改める。 

○その他決定事項 

・事務所駐車場の賃借料を計上する場合、「賃貸借契約書の写し」等の

添付が必要である。 

・杉並区議会議員選挙及び杉並区長選挙３か月前程度の時期に、区政報

告書を作成・配布する場合は、按分割合について慎重に対処するよう

努める。 

・年会費の支出目的が資料購入を目的とする場合は、領収書等貼付用紙

の備考欄に、入会目的など区政との関連性を記載し、出納簿摘要欄に

は「年会費」を明記する。 

・講師謝礼金については、適正な金額であることを示すため、テーマや

講義時間等、講義内容に関する補記や関連資料の提出が必要である。 

・計上年度については、交付年度内で実際に支出された経費を対象とす

ること、携帯電話料金、新聞購読料、年会費など継続性のある支出は、

交付年度を含む 1年分を限度とすること、議員の職に就く前の利用実

績分は、計上できないものとすること、議員の任期内に利用実績があ

っても、議員の職を辞した後に支出された場合は、計上できないもの

とする。 

・区政報告書を郵送や新聞折り込み等で配布する場合は、配布期間や配

布部数を明らかにする。 

・杉並区議会ホームページで、政務活動費調査検討委員会の開催回数や

規程改正等の検討結果（過去５年分）及び政務活動費専門委員会の委

員構成や所管事項等を公開する。 

令和３年３月 ○決定事項 

・杉並区議会議員選挙及び杉並区長選挙３か月前程度の時期に、区政報告

書を作成・配布する場合は、按分割合について慎重に対処するよう努め

るものとする（区政報告会、研修会、講演会等を開催する場合を含む）。 

・区政報告会、住民協議会等を開催する場合、次第や配布資料等、内容が

分かる資料の提出が必要である。 

令和４年３月 ○決定事項 

以下の項目について、引き続き令和４年度に検討を行う。 

・按分の割合（上限）が定められていない経費の適切な按分割合の設定

について 

・杉並区議会ホームページでの政務活動費関係書類（出納簿、領収書等）

の公開について 
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令和５年３月 ○決定事項 

以下の項目について、引き続き令和５年度に検討を行う。 

・按分の割合(上限)が定められていない経費に対する按分割合の設定に

ついて 

・杉並区議会ホームページでの政務活動費関係書類（出納簿、領収書等）

の公開について 

・手引書に当区議会に関する裁判例を掲載することについて 

 

２ 自主改善 

杉並区議会では、条例制定時から出納簿（平成18年度分までは写し）及び収支報告書を

議長に提出し、区民が閲覧できるよう対応しており、平成18年12月には、収支報告の際に、

領収書その他の証拠書類を添付する条例改正を、全議員の総意により行っている。 

また、政務調査費の使途に関しては、杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の

取扱いに関する規程（平成19年５月１日施行）を制定し、さらに客観性をより担保させる

ため、学識経験者等からの意見を踏まえ、政務調査費の「使途基準」をより具体化した「使

途基準細目」を定めている(平成20年４月交付分の政務調査費から適用)。 

  平成21年度以降は、議会内部に設置した「杉並区議会政務活動費調査検討委員会」にお

いて、学識経験者を構成員とする「杉並区議会政務活動費専門委員会」の意見を踏まえ、

使途に関する事項などについて検討を重ね、関連規程や手引きの改正等を行っている。 

  今後も引き続き、社会情勢や他自治体の動向、判例等を参考にしながら、使途に関する

事項や監査結果の指摘事項、その他の個別課題について、政務活動費調査検討委員会を中

心に、不断の検証と見直しを行う。 

 

３．金額の推移 

年  度 議員一人当たり金額 

昭和 35年度 年   6,000円 

36～38年度 年  32,000円 

39～42年度 年  50,000円 

43～51年度 月  10,000円 

52～55年度 月  25,000円 

56～57年度 月  50,000円 

58～60年度 月  60,000円 

61～62年度 月  70,000円 

  63年度 月  90,000円 

平成  元年度 月  100,000円 

 ２～３年度 月  120,000円 

 ４～６年度 月  150,000円 

    ７年度～ 月  160,000円 
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令和5年5月1日現在

交付金額（A) 支出額総額（B)
返納額
(A-B)

交付金額に対して
の執行率
（B÷A）

備考

1 浅 井 く に お 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

2 安 斉 あ き ら 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

3 岩 田 い く ま 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

4 太 田 哲 二 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

5 大 和 田 伸 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

6 奥 田 雅 子 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

7 木 梨 も り よ し 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

8 そ ね 文 子 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

9 藤 本 な お や 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

10 松 浦 威 明 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

11 松 尾 ゆ り 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

12 松 本 み つ ひ ろ 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

13 矢 口 や す ゆ き 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

14 山 本 あ け み 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

15 脇 坂 た つ や 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

16 わ た な べ 友 貴 議 員 1,920,000 1,920,000 0 100.0% ―

17 吉 田 あ い 議 員 1,920,000 1,904,241 15,759 99.2% ―

18 今 井 ひ ろ し 議 員 1,920,000 1,867,576 52,424 97.3% ―

19 ほ ら ぐ ち と も こ 議 員 1,920,000 1,768,070 151,930 92.1% ―

20 ひ わ き 岳 議 員 1,920,000 1,695,247 224,753 88.3% ―

21 け し ば 誠 一 議 員 1,920,000 1,658,570 261,430 86.4% ―

22 堀 部 や す し 議 員 1,920,000 1,519,988 400,012 79.2% ―

23 井 原 太 一 議 員 1,920,000 1,429,205 490,795 74.4% ―

24 新 城 せ つ こ 議 員 1,920,000 1,413,812 506,188 73.6% ―

25 小 川 宗 次 郎 議 員 1,920,000 1,358,638 561,362 70.8% ―

26 小 林 ゆ み 議 員 1,920,000 1,131,495 788,505 58.9% ―

27 大 熊 昌 巳 議 員 1,920,000 717,082 1,202,918 37.3% ―

28 國 﨑 た か し 議 員 1,920,000 582,579 1,337,421 30.3% ―

29 大 泉 や す ま さ 議 員 1,920,000 452,306 1,467,694 23.6% ―

30 川 野 た か あ き 議 員 1,920,000 128,241 1,791,759 6.7% ―

31 奥 山 た え こ 議 員 1,920,000 56,592 1,863,408 2.9% ―

32 田 中 ゆ う た ろ う 議 員 480,000 103,022 376,978 21.5% 令和4年6月12日辞職

33 へ ん み 純 一 議 員 1,440,000 0 1,440,000 0.0% 令和4年6月24日就任

34 井 口 か づ 子 議 員 0 0 0 0.0%
令和４年度分の交付を受
けない申し出あり

35 佐 々 木 千 夏 議 員 0 0 0 0.0%
令和４年度分の交付を受
けない申し出あり

61,440,000 48,506,664 12,933,336 78.9%

1 日本共産党杉並区議団(6名) 11,520,000 11,505,284 14,716 99.9% ―

2 杉 並 区 議 会 公 明 党 (7 名 ) 13,440,000 4,307,316 9,132,684 32.0% ―

24,960,000 15,812,600 9,147,400 63.4%

86,400,000 64,319,264 22,080,736 74.4%

*個人、会派別の支出額総額に対しての執行率順（同執行率：五十音順）

令和４年度　政務活動費支出状況

政務活動費（金額）
月額 ： 160,000円

年額：1,920,000円

議員・会派名

個
人
交
付
分

小計（A）

会
派
交
付
分 小計（B）

合計（A＋B）
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